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令和８年度 不動産鑑定士 論文式試験 

民法 
 

問題１（50点） 

⑵ Ｄは、Ｅとの間で、Ｄの所有する乙土地をＥに売り渡す契約を締結し、Ｅに乙土地を引き渡し、

登記もＥに移転した。もっとも、この売買契約は虚偽表示によるものであり、実際にはＤもＥも

契約をする意思がなかったにもかかわらず、Ｄがその債権者からの差押えを免れるために、Ｅと

示し合わせて行われたものであった。Ｅは、この状況を悪用して、乙土地をＦに売却し、Ｆに乙

土地を引き渡し、登記もＦに移転した。更に、Ｆは、乙土地をＧに転売して、Ｇに乙土地を引き

渡し、登記もＧに移転した。 

  以上を前提に、次の①と②のそれぞれについて答えなさい。 

① ＤとＥの間の売買契約が虚偽表示によるものであることを、Ｆは知っていたが、Ｇは知らな 

かった。Ｄは、Ｇに対して、乙土地の売買契約の意思表示が無効であると主張して、乙土地の返

還を求めている。この場合、Ｄの主張が認められるか。根拠を示した上で、論じなさい。 

② ＤとＥの間の売買契約が虚偽表示によるものであることを、Ｆは知らなかったが、Ｇは知っ 

ていた。Ｄは、Ｇに対して、乙土地の売買契約の意思表示が無効であると主張して、乙土地の返

還を求めている。この場合、Ｄの主張が認められるか。根拠を示した上で、論じなさい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ズバリ的中 

2026合格基礎答練 民法 第1回 問題2 

Ａは、債権者からの強制執行を免れるために、Ｂと通じて、自己所有の甲土地をＢに仮

装譲渡し、ＡからＢへの所有権移転登記がなされた。その後、Ｂはこれを善意有過失のＣ

に譲渡して引き渡すとともに、ＢからＣへの所有権移転登記がなされた。さらに、Ｃはこ

れを悪意のＤに譲渡して引き渡すとともに、ＣからＤへの所有権移転登記がなされた。こ

の場合、Ａは、Ｄに対して、甲土地の返還を請求することができるか。 
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2026こう書け 民法 問題4 

Ａは、Ｂと通じて、Ｂに自己所有の甲土地を仮装譲渡したが、Ｂはこれを悪意のＣに売

却し、Ｃはさらにこれを善意のＤに転売した。この場合、転得者Ｄは94条2項の「第三者」

に含まれるか。なお、甲土地の登記名義はＤのもとに移転しているものとする。 

2026こう書け 民法 問題5 

Ａは、Ｂと通じて、Ｂに自己所有の甲土地を仮装譲渡したが、Ｂはこれを善意無過失のＣ

に売却して登記を移転し、Ｃはさらにこれを悪意のＤに転売して登記を移転した。この場

合、Ｄは、甲土地所有権を取得できるか。 
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問題２（50点） 

⑴ Ａは自宅付近に甲建物を所有しており、甲建物の所有権登記はＡ名義である。甲建物は住宅で

あるが居住者はいない。令和7年5月初旬、Ａは、友人Ｂから甲建物を賃借したい旨の申出を受

けた。同年5月20日、Ａは、Ｂに甲建物を期間3年、月額賃料14万円で賃貸する旨の契約（以

下、「本件原賃貸借契約」という。）を締結した。同年6月1日に甲建物に入居した。 

約3か月後、Ｂは、勤務先であるＤ社の突発的な事情により2年間、遠方にある事務所に急遽

転勤することになり、転居せざるを得なくなった。ＢがＤ社の同僚Ｃに転勤を伝えたところ、Ｃ

から、Ｂの転勤期間中、甲建物を賃借したい旨の申出を受けた。令和7年9月11日、Ｂは、Ａに

断ることなく、Ｃに甲建物を期間2年、月額賃料14万円で賃貸する旨の契約を締結した。同年9

月15日にＣは甲建物に入居した。同年12月15日、Ａが甲建物を訪れたところ、甲建物にはＣが

居住しており、ＢがＡに断りなくＣに甲建物を賃貸していたことが判明した。 

以上の事実を前提として、次の設問①及び②のそれぞれについて答えなさい。なお、各設問は

独立した別個の問いである。 

① ＡはＢとの本件原賃貸借契約を解除することができるか、論じなさい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2026 論文的中答練 民法 第1回 問題2 

Ａは、その所有する甲土地とその上に存する乙建物のうち、乙建物をＢに対し、期間20

年、家賃月額10万円の条件で賃貸し、Ｂは乙建物に一人で居住していた。その2年後、

Ｂは、Ｃに対し、同土地を期間18年、家賃月額10万円の条件で転貸した。ＢがＣに対し

転貸をしたのは、Ｂが高齢のため、乙建物に一人で居住を続けることが困難になり、老人

ホームに入居することとなったことから、息子であるＣにこれを貸し渡したものである。

現在、乙建物にはＣがＣの妻、Ｃの子の3人で居住している。これを踏まえて、以下の各

設問につき論ぜよ。なお、各設問は独立したものである。 

⑴ Ｂは、Ｃに乙建物を転貸する際、Ａの承諾を得ていなかった。ＢＣ間の勝手な賃貸借契

約の締結に憤りを感じているＡは、ＡＢ間の賃貸借契約を解除することができるか。 

2026 必修論点総ざらい講座 民法 問題22 

ＡはＢにその所有する甲建物を賃貸し引き渡した。ところが、ＢはＡに無断でこれをＣに

転貸し、引き渡した。ＡはＢとの契約を解除しうるか。  
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問題２（50点） 

⑵ Ｅは建設業を営んでいる。ＥはＦから、Ｆの所有する乙土地に丙建物を建築する旨の注文を受

けた。令和8年3月5日、Ｅは、丙建物の建築を請負う旨の契約（以下、「本請負契約」という。）

をＦと締結した。本件請負契約の契約書では、以下のアからウの事項が定められたが、これら以

外の事項は定められていない。 

ア Ｅが材料を提供して丙建物を令和8年6月末までに完成させる。 

イ Ｅは丙建物を令和8年8月1日にＦに引渡す。 

ウ 報酬が2,800万円とし、丙建物の引渡時にＦがＥに支払う。 

Ｅは材料を提供して丙建物を令和8年6月末に完成させた。同年7月1日、ＥはＦに、丙建物

が完成し、同年8月1日に丙建物を引渡す旨を伝えた。ところが同年7月10日、ＦはＥに、同年

8月1日に報酬を支払うことができない旨を告げた上で、報酬2,800万円の支払いは同年9月30

日まで延期するが、丙建物の引渡しは同年8月1日に行いたい旨、求めた。しかし同年7月11日、

ＥはＦに、報酬の支払いがない限り丙建物の引渡しは行わない旨を伝えた。このとき丙建物の所

有権はＥ又はＦのどちらに帰属しているか、論じなさい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2026こう書け 民法 問題146 

ＢはＡと、Ａ所有地上に建物を建築する旨の請負契約を締結し、建物は完成したが、Ａは請

負代金を支払わない。この場合、Ｂは請負代金債権確保のために、いかなる法的主張ができる

か。  


